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型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染

拡
大
は
、
世
界
の
社
会
活
動

や
経
済
活
動
に
大
き
な
影
響

を
及
ぼ
し
て
い
る
が
、
こ
の
問
題
は
い

ず
れ
終
息
す
る
は
ず
だ
。
そ
の
と
き
、

日
本
は
コ
ロ
ナ
以
前
に
抱
え
て
い
た
課

題
に
再
び
直
面
す
る
。
そ
の
課
題
と
は
、

財
政
・
社
会
保
障
の
改
革
で
あ
る
。

　
で
あ
る
な
ら
ば
、
政
府
は
改
革
を
放

棄
し
て
は
な
ら
ず
、
政
治
的
な
意
思
を

示
す
必
要
が
あ
る
。
改
革
の
象
徴
の
一

つ
は
、
政
府
の
財
政
健
全
化
目
標
で
あ

り
、
そ
れ
は
「
骨
太
の
方
針
」
に
お
い

て
、
国
と
地
方
を
合
わ
せ
た
基
礎
的
財

政
収
支
を
２
０
２
５
年
度
に
黒
字
化
す

る
と
い
う
目
標
と
し
て
記
載
さ
れ
て
い

る
。
こ
こ
で
重
要
な
の
は
、
7
月
中
旬

に
閣
議
決
定
を
予
定
し
て
い
る
「
骨
太

の
方
針
２
０
２
０
」
で
財
政
健
全
化
の

目
標
が
残
る
か
否
か
だ
ろ
う
。

　
い
ず
れ
財
政
健
全
化
が
必
要
と
な
る

の
は
、
大
規
模
な
補
正
予
算
の
対
策
の

ほ
か
、
税
収
の
動
き
か
ら
も
明
ら
か
だ
。

例
え
ば
国
の
当
初
予
算
に
お
い
て
、
政

府
は
19
年
度
の
税
収
を
約
62
・
５
兆
円

と
見
積
も
っ
て
い
た
が
、
新
型
コ
ロ
ナ

の
影
響
で
、
２
年
ぶ
り
に
60
兆
円
を
割

り
込
む
見
通
し
だ
。
収
入
が
急
減
し
た

中
小
企
業
な
ど
に
法
人
税
や
所
得
税
な

ど
の
納
税
猶
予
も
認
め
て
お
り
、
20
年

度
も
税
収
は
落
ち
込
む
可
能
性
が
高
い
。

　
08
年
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
で
は
、

国
の
一
般
会
計
に
お
け
る
決
算
の
税
収

は
、
当
初
予
算
の
税
収
見
積
も
り
と
比

較
し
て
、
17
・
３
％
も
減
少
し
た
。
今

回
の
コ
ロ
ナ
危
機
は
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ

ッ
ク
以
上
で
、
税
収
減
少
は
17
％
超
と

な
る
の
は
確
実
だ
。
こ
の
た
め
、
さ
ら

に
財
政
赤
字
は
拡
大
し
て
公
的
債
務
は

累
増
す
る
が
、
改
革
の
旗
印
を
一
度
降

ろ
す
と
、
も
う
一
度
掲
げ
る
の
は
、
な

か
な
か
容
易
で
は
な
い
。
コ
ロ
ナ
危
機

に
直
面
す
る
今
、
財
政
・
社
会
保
障
の

改
革
を
早
急
に
進
め
る
必
要
は
な
い
が
、

「
骨
太
の
方
針
」
で
は
財
政
健
全
化
の

目
標
は
し
っ
か
り
残
す
べ
き
で
あ
る
。

　
先
般
、
政
府
は
経
済
財
政
諮
問
会
議

を
開
催
し
、「
骨
太
の
方
針
」
骨
子
案
を

公
表
し
た
が
、「
感
染
症
拡
大
を
踏
ま
え

た
当
面
の
経
済
財
政
運
営
と
経
済
・
財

政
一
体
改
革
」
と
い
う
項
目
な
ど
が
あ

る
。
コ
ロ
ナ
禍
の
下
で
も
、
人
口
減
少

や
少
子
高
齢
化
は
進
ん
で
お
り
、
団
塊

の
世
代
が
75
歳
以
上
と
な
る
25
年
問
題

も
あ
り
、
社
会
保
障
の
改
革
は
こ
れ
か

ら
が
正
念
場
で
あ
る
。
コ
ロ
ナ
危
機
の

終
息
後
も
見
据
え
、
財
政
健
全
化
の
道

筋
を
残
す
の
が
政
治
の
責
務
の
は
ず
だ
。

Data

コロナ禍でも
財政健全化の道筋を残すのが
政治の責務
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リーマンショック時の税収減（国の一般会計におけ
る当初予算の税収見積もりと決算の税収との違い）
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